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て、産業の新陳代謝を高めていく必要がある。ベンチャー企業に対しては、経営

が軌道に乗るまで成長を支援することが必要であり、課税を一定期間軽減するな

どの優遇措置を講じるべきである。

(7) 企業年金制度関連税制の見直し

民間の自主的な年金制度の安定化を図るために、拠出時・運用時非課税の原則

、 。に鑑み 平成１９年度まで課税が凍結されている特別法人税を撤廃すべきである

また、確定拠出年金の拠出限度額を更に引き上げ、資産形成への自助努力を促

す仕組みを後押しすることが必要である。

(8) グローバル化への対応

①外国税額控除制度の見直し

控除限度超過額及び控除余裕額の繰越期間を延長するとともに、控除限度超過

額については繰越か損金算入の選択を認めるべきである。














